
45 
 

３．３ 断層帯の地震波速度構造および地震活動解析  
 

(1) 業務の内容  
 

(a) 業務題目 断層帯の地震波速度構造および地震活動解析 
 

(b) 担当者 
所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 
防災科学技術研究所 
地震津波火山ネットワークセンター 

主任研究員 
特別研究員 

松原 誠 
ヤ ノ  ト モ コ 

エリザベス 
 

(c) 業務の目的 
断層帯の地震波速度構造および地震活動解析を基に、詳細な震源分布、地震発生層の下限

や、活断層深部の震源断層域における地殻・最上部マントルの構造的な特徴を検討する。 
 

(d) 3 ヵ年の年次実施業務の要約 
1) 平成 29 年度： 

日本列島の活断層－震源断層システムの構造的な特徴の抽出のために必要となる 3 次元

地震波速度トモグラフィ・微小地震活動などの地震学的データの収集・整理を行った。 
2) 平成 30 年度： 

平成 29 年度に収集した微小地震活動やトモグラフィなどのデータを元に、近年発生し

た内陸地震の震源断層域およびサブテーマ (1)で実施した反射法地震探査周辺の活断層に

おける地殻・最上部マントルの構造的な特徴を検討した。 
3) 平成 31 年度： 

断層帯の地震波速度構造および地震活動解析を基に、詳細な震源分布、地震発生層の下

限や、活断層深部の震源断層域における地殻・最上部マントルの構造的な特徴を検討する。 
  

(2) 平成 30 年度の成果  
 

(a) 業務の要約 
平成 29 年度に収集した微小地震活動やトモグラフィなどのデータを元に、近年発生

した内陸地震の構造的な特徴を抽出するとともに、地震発生層の厚さを求めた。この

結果に基づき、活断層における地震発生層の統合的な検討を行った。 
 

(b) 業務の実施方法 
1) 内陸地震震源域における地震発生層の厚さ 

防災科研 Hi-net による観測が始まった 2000 年 10 月以降に発生した内陸地震について、

本震前の地震活動から推定される地震発生層の下限を推定し、さらに温度構造・本震の深
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さ、余震分布、地震波速度構造を比較した。ある領域内の地表から深さ 40 km までの地震

活動のうち、全体の 5 %の地震が起きている深さ（D05）を地震発生層の上限、全体の 95 %
の地震が起きている深さ（D95）を地震発生層の下限とした。地下の温度構造は、防災科

研 Hi-net の観測井などで測定した温度から推定した地殻熱流量（Matsumoto et al., 2007）
等のデータを用いて Tanaka（2004）や Tanaka（2009）の手法を用いて推定した。 

 
2) 活断層における地震発生層の統合的検討 

平成 30 年度に実施された反射法探査の側線を含む中央構造線断層帯について、地震波

速度構造と震源分布を比較した。 
 

(c) 業務の成果 
1) 内陸地震震源域における地震発生層の厚さ 

2003 年宮城県北部の地震、2008 年岩手・宮城内陸地震、2016 年熊本地震、2018 年大

阪府北部の地震、2018 年北海道胆振東部地震の結果をそれぞれ図 1～5 に示す。2008 年

岩手・宮城内陸地震、2016 年熊本地震、2018 年大阪府北部の地震については、本震前の

地震活動から推定される D95 は概ね内陸大地震の強震動を引き起こす本震時のすべり域

の下限と一致する（図 2a～4a）。一方、本震前の活動が少ない 2003 年宮城県北部の地震

では本震付近の D95 は推定できない（図 1a）。2018 年北海道胆振東部地震では、地震発

生前の深部での地震活動は少なく、本震前の活動から推定される D95 は本震と比べて非常

に浅くなっている（図 5a）。一方、D95 が求められている場合、温度構造としては 300～
450 ℃と一致する（図 3b～4b）。2003 年宮城県北部の地震では D95 が推定できなかった

が、その場合でも温度構造は推定可能であり（図 1b）、本震は 300～400 ℃に位置してお

り、地震活動から D95 が推定できない地域においては温度構造から地震発生層の下限を推

定することが有効である。一方、2008 年岩手・宮城内陸地震の周辺のように火山近傍など

地下の温度構造が特異な場合には事前の地震活動から推定する必要がある（図 2b）。地震

波速度構造の P 波速度構造と S 波速度構造の比(Vp/Vs)は物質の変形のしやすさ(剛性率)
と対応し、温度構造も反映する。Vp/Vs がある一定の範囲内という条件における P 波速度

構造の分布を抽出することで、後述の 3.4 のように地下の温度構造に結び付けられる。地

表での観測から得られる地下の温度構造が特異な場合については、この手法による温度構

造の推定が有効な可能性がある。 
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図 1 2003 年 7 月宮城県北部の地震の結果。（a）本震発生前の地震活動から推定した 
D95、（b）D300 ℃の分布、（c）余震分布、（d）Vp/Vs 構造、（e）P 波速度構造と地震

発生層の下限や温度分布との比較。 

（a） 

（e） （d） 

（b） 

（c） 
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図 2 2008 年 6 月岩手・宮城内陸地震の結果。（a）前震前の地震活動から推定した D95、
（b）D300℃の分布、（c）震源過程や（d）余震分布、（e）Vp/Vs （f）P 波速度構造と地

震発生層の下限や温度分布との比較。 

（a） 

（e） （d） 

（b） （c） 

（f） 

図 3 2016 年 4 月熊本地震の結果。図の諸元は図 2 と同じ。 

（a） 
（b） 

（c） 

（d） （f） 

（e） 
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図 4 2018 年 6 月大阪府北部の地震の結果。（a）前震前の地震活動か

ら推定した D95、（b）D300℃の分布、（c）余震分布や（d）Vp/Vs
（e）P 波速度構造と地震発生層の下限や温度分布との比較。 

（a） （b） 

（c） （d） （e） 
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2) 活断層における地震発生層の統合的検討 
中央構造線断層帯を横切る東経133.2 °～133.7 °における地震波速度構造（P波速度構造・

S波速度構造・Vp/Vs・P波速度パーターベーション・S波速度パーターベーション・微小地

震震源分布・発震機構解）の南北断面をそれぞれ図6～図11に示す。いずれの断面において

も中央構造線断層帯の地表位置周辺から北に傾斜する地震活動が見られる。P波速度パー

ターベーションやS波速度パーターベーションから明らかなように、この地震活動は中央

構造線南側の低速度領域と北側の高速度域の境界付近で発生している。これは、北側の高

速度な領家帯と南側の最近の付加体である低速度な四万十帯の境界付近に相当し、中央構

造線断層帯ないしは三波川帯・四万十帯における地震活動と考えられる。一方、中央構造

線断層帯から鉛直に下方に伸びるような震源分布は見られない。このように、活断層周辺

の地震活動から、断層面の傾斜や地震発生層の下限などが推定可能であることが分かった。 
発震機構解からは、この領域の圧縮場や引張場の方向が推定できる。東経133.2°～133.5°

では、中央構造線断層帯付近の微小地震の発震機構解は南北引張の正断層型と南北引張東

西圧縮の横ずれ断層が共存している。一方、東経133.6°および133.7°においては南北引張

東西圧縮の横ずれ断層が主である。日本列島は広域としては太平洋プレートの沈み込みに

依る東西圧縮場であり、この地域では南からフィリピン海プレートが沈み込むことにより、 

図 5 2018 年 9 月北海道胆振東部地震の結果。図の諸元は図 4 と同じ。 

（a） （b） 

（c） （d） （e） 
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南北方向に圧縮する力も働くことが考えられる。しかし、発震機構解からは南北引張場で

あることから、フィリピン海プレートによる南北圧縮の力よりも太平洋プレートによる 
東西圧縮の力が強いことが分かった。また中央構造線断層帯の断層面は北傾斜であるが、

発震機構解では横ずれ断層型の地震が多いことも特徴的である。 
 

 

 
 
 
 
 
 

図 6 東経 133.2°における速度構造（Matsubara et al., 2017）、震源分布及び発震機

構解。左列上から震源分布と断面位置図、P 波速度構造、S 波速度構造、Vp/Vs、右列

上から発震機構解と断面位置図、P 波速度パーターベーション、S 波速度パーターベ

ーション、P 波速度を示す。黒点は 2000 年 10 月 1 日～2017 年 12 月 31 日までの防

災科研 Hi-net で決められた M2.0 以上の地震を Matsubara et al. (2017)の三次元地

震波速度構造を用いて再決定した震源である。▼は中央構造線断層帯の地表の位置を、

赤矢印は中央構造線断層帯から北傾斜の面状の地震活動を示す。発震機構解は三次元

地震波速度構造を用いて再決定したものをそれぞれの断面に対して下半球投影で表示

している。 
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図 7 東経 133.3°における速度構造（Matsubara et al., 2017）、震源分布及び

発震機構解。図の緒言は図 6 と同じ。 

図 8 東経 133.4°における速度構造（Matsubara et al., 2017）、震源分布及び

発震機構解。図の緒言は図 6 と同じ。 
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図 10 東経 133.6°における速度構造（Matsubara et al., 2017）、震源分布及び

発震機構解。図の緒言は図 6 と同じ。 

図 9 東経 133.5°における速度構造（Matsubara et al., 2017）、震源分布及び

発震機構解。図の緒言は図 6 と同じ。 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

地表付近の温度構造から推定される地下の温度構造は、地熱地帯や滞留の存在などによ

り、地下の精確な温度構造を推定できていない場合も考えられる。地震波速度構造による

Vp, Vs, Vp/Vs 等から推定される温度構造と合わせて議論することにより、地震発生層の

下限の推定の精度が向上することが期待される。 
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図 11 東経 133.7°における速度構造（Matsubara et al., 2017）、震源分布及び

発震機構解。図の緒言は図 6 と同じ。 


